
平成 30 年 10 月

平成 30 年度 令和 9 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

（水道料金） （量水器使用料）

区　分 超過料金 口径

　　用　途 料金 １㎥につき 13㎜ １ヶ月 400円

１ヶ月 8㎥まで 2,200円 230円 20㎜ 〃 470円

〃 10㎥まで 3,000円 280円 25㎜ 〃 490円

〃 20㎥まで 4,800円 210円 30㎜ 〃 610円

〃 50㎥まで 12,000円 140円 40㎜ 〃 700円

〃 100㎥まで 12,000円 130円 50㎜ 〃 2,640円

〃 50㎥まで 12,000円 200円 75㎜ 〃 3,300円

〃 100㎥まで 12,000円 140円

〃 10㎥まで 3,000円 300円

〃 1㎥まで 300円 300円

④ 組　織

　○組織体制

上下水道課長－上水道係長　－主任技師

　　　　　　　　　　　　施設担当係長

　○年齢構成等

20代 0人

30代 0人

40代 3人

50代 1人

60代 0人

合計 4人

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

増毛町簡易水道事業経営戦略(R3年度見直し)

事業の現況

用途別とし、基本料金、超過料金及び量水器使用料（口径別）を賦課している。

16.78 千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

施 設 利 用 率 27.5

施 設 数

策 定 日 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

3

供 用 開 始 年 月 日

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

増毛町

簡易水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 612 ㎥／日

昭和40年1月1日 計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

団 体 及 び 会 社 用

鮮 魚 加 工 用

機 械 冷 却 用

製 氷 用

浴 場 用

臨 時 用

船 舶 用

平成17年4月1日

計 画 期 間 ：

4

～

管 路 延 長

水 源

0.3

基本水量

基本料金

2,220

556

家 事 用

営 業 用

 　　料金改定により一般会計からの基準外繰り入れを行わず、必要最小限の維持管理費により事業運営している。

これまでの主な経営健全化の取組

　　別添経営比較分析表参照　（令和元年度）

料金

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 



２．将来の事業環境

（１）

　　過去の給水人口の推移により将来の給水人口を予測しており、令和9年度の給水人口は412人と予測している。

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

623 596 556 533 511 490 469 449 430 412

（２）

　　給水人口予測により用途別給水量を推計し、今後の水需要を予測している。　給水人口同様、水需要予測も年々減少している。

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

66 65 61 59 57 54 52 50 48 46

49 47 46 45 43 41 39 38 36 35

74.2 72.3 75.4 76.3 75.4 75.9 75.0 76.0 75.0 76.1

（３）

　　給水人口予測による用途別給水量を推計した水需要により、今後の水道料金収入を予測している。　給水人口減少により、水道料金収入も年々減少している。

　　また、令和5年度に料金改定を行い、収支のバランスを図る。

Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

16,323 15,631 13,115 14,098 14,098 14,239 14,239 14,239 14,382 14,382

（４）

　・施設の老朽化度合

　　　既に法定耐用年数（４０年）を超えた管路が存在し、今後更に増加していく状況にある。今後、中長期的な更新計画を策定し、更新事業を実施する。

　・施設の余剰能力の見通し

　　　配水能力612㎥／日に対し、令和2年度実績は、日最大268㎥／日、日平均168㎥／日となっている。今後は人口減少に伴い配水量も減少し、余剰能力が

　　　増加することから、近接の水道事業との統合を検討する。

（５）

　　現在、増毛町定員適正化計画により職員数の削減や定員適正化に努めている。また、今後も積極的に事務事業の見直し、民間委託等を検討する。

３．経営の基本方針

　　　当施設は、計画給水人口2,220人、配水能力は日612㎥となっている。

　　　当簡易水道事業経営は、過疎化による人口減少及び住民の節水意識の向上により、今後更に給水収益の減少が見込まれ、厳しい経営状況が予想される。

　 　 そのため、事務事業の見直し、徹底した経営の効率化に取り組み、安心で安全な良質の飲料水を安定的に供給することに努める。

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　・耐用年数を超えた配水管等の更新事業の平準化を図るため、施設等更新計画を策定する。

　・量水器交換工事の他は、年間百万円の修繕工事を計上する。

　　・水道料金収入は、給水人口予測による用途別給水量を推計した水需要により予測している。

　　・企業債、国庫補助等の収入は見込んでいない。

　　・繰入金は、基準内繰入の他、最低限の基準外繰入を見込んでいる。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

水需要の予測

施設の見通し

組織の見通し

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

年　　度

年間有収水量　（千㎥）

有　収　率　　　（％）

年間配水量　　（千㎥）

料金収入の見通し

年　　度

水道料金収入　　（千円）

目 標 　施設等の更新は必要最低限とする。

目 標 　人口減少等に伴い料金収入が減少することから、料金改定を実施し健全経営に取り組む。

②　収支計画のうち財源についての説明

給　水　人　口　（人）

年　　度

給水人口の予測



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　　・委託料は、検針及び料金徴収業務、水質検査業務等を委託し、人件費の削減を図る。

　　・修繕費は、機器等の定期的な点検補修の実施により、経費の削減を図る。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

特にありません。

令和３年度に見直しを行い、今後は適宜経営戦略の見直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

既存の施設・設備の長寿命化に努め、投資の平準化に努める。

広 域 化 近隣自治体との広域化を検討する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特にありません。

当面、借り入れの予定はありません。

繰入金は、基準内繰入の外、最低限の基準外繰入を見込んでいる。

必要に応じ検討する。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

収支計画により、財源不足が予想される令和5年度に料金改定を実施する。

繰 入 金

上水道浄水場の更新の際に、別苅簡易水道事業との統合を検討する。

施設・設備の更新時に現状に合わせた規模への合理化を図る。

職 員 給 与 費

委 託 料

遊休資産はありません。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

企 業 債

修 繕 費

町長部局同様、人事院勧告を参考に決定している。

動 力 費

突発的な故障等が発生しないように、定期点検により計画的な修繕に努める。

料金徴収業務及び検針業務については既に民間委託としているが、更なる合理化を検討する。

電力自由化により、現在契約している電力会社以外との契約も検討する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
北海道　増毛町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

369.71 11.42 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 簡易水道事業 C4 非設置 4,222

－

- 78.27 14.24 5,360 596 1.53 389.54 【】

全体総括

現在、経営的には安定しているが、給水人口の減少
により今後の経営は非常に厳しい状況となることが
予想される。財政状況や人口減少を考慮し、必要最
低限の更新事業を実施しながら安定経営に努める必
要がある。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率は平成２３年度から１００％を超え、
累積欠損金比率は０％である。企業債残高は財政状
況の悪化から更新事業を抑制しているため、年々減
少している。施設利用率は人口減少による給水量の
減少から年々低下している。有収率は管路の老朽化
に起因する漏水により、若干の減少傾向にある。当
町の簡易水道事業は、３箇所の浄水場を有している
が、地理的条件（遠距離、トンネル）により統合等
の経費の効率化が難しい状況である。

2. 老朽化の状況について

財政状況の悪化から更新事業を抑制しているが、法
定耐用年数を超えた管路等が増加しており、適切な
維持管理を行う必要がある。今後は財政状況等を考
慮し、計画的な更新事業を実施する必要がある。

2. 老朽化の状況
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1.00
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2.00

2.50

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 2.22 1.77 1.72 1.90 0.25

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 108.93 111.29 109.99 102.68 107.54

平均値 93.17 99.38 92.00 87.94 88.54

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 51.27 53.23 54.37 55.17 56.63

平均値 37.77 44.90 36.21 20.75 29.03

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 35.40 35.40 35.40 35.40

平均値 4.91 8.37 12.77 6.21 11.18

①経常収支比率(％) 

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 258.72 293.00 202.49 184.71 163.30

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 333.17 547.71 542.54 759.07 1,009.87

平均値 245.02 645.25 222.24 97.88 86.33

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 409.21 362.17 344.45 317.46 308.72

平均値 1,499.90 1,117.17 622.70 1,037.24 1,077.85

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 101.29 104.37 105.03 98.52 100.89

平均値 32.51 37.37 58.59 47.14 46.51

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 313.59 310.57 315.46 336.84 332.40

平均値 661.36 596.93 521.43 495.71 481.17

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 33.58 32.59 29.92 29.64 29.01

平均値 49.29 44.35 36.07 45.25 49.65

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 78.17 76.95 77.24 74.31 71.73

平均値 69.94 77.30 68.93 66.62 64.03

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【102.72】 【28.47】 【244.67】 【989.92】 

【76.64】 【51.13】 【264.82】 【68.67】 

【40.79】 【15.98】 【0.44】 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 18,226 17,216 16,449 15,684 13,193 14,178 14,148 14,289 14,289 14,289 14,432 14,432
(1) 18,159 17,103 16,323 15,631 13,115 14,098 14,098 14,239 14,239 14,239 14,382 14,382
(2) (B)
(3) 67 113 126 53 78 80 50 50 50 50 50 50

２． 2,908 2,446 2,198 2,689 4,694 4,060 4,823 4,773 4,521 4,437 4,394 4,354
(1) 854 724 606 925 3,186 2,635 3,398 3,361 3,322 3,283 3,243 3,203

854 724 606 925 1,079 2,635 3,398 3,361 3,322 3,283 3,243 3,203
2,107

(2) 1,592 1,592 1,592 1,592 1,490 1,425 1,425 1,412 1,199 1,154 1,151 1,151
(3) 462 130 172 18

(C) 21,134 19,662 18,647 18,373 17,887 18,238 18,971 19,062 18,810 18,726 18,826 18,786
１． 17,281 16,427 16,871 16,073 15,356 17,273 17,196 17,080 16,939 17,538 17,807 16,913
(1)

(2) 9,154 8,058 9,097 7,751 7,227 9,139 7,966 8,038 8,111 8,184 8,258 8,333
351 376 373 361 373 385 380 380 380 380 380 380

1,553 1,123 166 305 216 1,509 300 300 300 300 300 300
75 49 80 50 50 50 50 50 50

7,175 6,559 8,558 7,085 6,589 7,165 7,236 7,308 7,381 7,454 7,528 7,603
(3) 8,127 8,369 7,774 8,322 8,129 8,134 9,230 9,042 8,828 9,354 9,549 8,580

２． 1,709 1,449 1,290 1,012 984 870 796 721 644 566 486 405
(1) 1,709 1,449 1,213 1,012 941 870 796 721 644 566 486 405
(2) 77 43

(D) 18,990 17,876 18,161 17,085 16,340 18,143 17,992 17,801 17,583 18,104 18,293 17,318
(E) 2,144 1,786 486 1,288 1,547 95 979 1,261 1,227 622 533 1,468
(F)
(G) 4 19 3
(H) △ 4 △ 19 △ 3

2,140 1,786 467 1,285 1,547 95 979 1,261 1,227 622 533 1,468
(I)
(J) 40,673 41,423 40,352 42,041 44,602 47,336 52,206 57,914 63,677 66,711 67,606 72,106

225 220 206 332 249 200 200 200 200 200 200 200
(K) 7,425 7,635 5,316 4,163 4,264 4,280 4,355 4,431 4,509 4,589 4,670 4,419

6,856 7,092 3,563 3,633 3,705 3,780 3,855 3,931 4,009 4,089 4,170 3,919

569 543 1,753 530 559 500 500 500 500 500 500 500
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 18,226 17,216 16,449 15,684 13,193 14,178 14,148 14,289 14,289 14,289 14,432 14,432

(N)

(O)

(P) 18,226 17,216 16,449 15,684 13,193 14,178 14,148 14,289 14,289 14,289 14,432 14,432

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度本年度 R4年度 R5年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１．

２． 5,322 3,428 3,546 1,781 1,817 1,853 1,890 1,928 1,966 2,005 2,045 2,085

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 5,322 3,428 3,546 1,781 1,817 1,853 1,890 1,928 1,966 2,005 2,045 2,085

(B)

(C) 5,322 3,428 3,546 1,781 1,817 1,853 1,890 1,928 1,966 2,005 2,045 2,085

１． 95 4,708 6,793 3,837 4,343 2,439 2,227 1,382 1,241 4,163 6,592 2,544

２． 10,644 6,856 7,092 3,563 3,634 3,706 3,780 3,855 3,931 4,009 4,089 4,170

３．

４．

５．

(D) 10,739 11,564 13,885 7,400 7,977 6,145 6,007 5,237 5,172 8,172 10,681 6,714

(E) 5,417 8,136 10,339 5,619 6,160 4,292 4,117 3,309 3,206 6,167 8,636 4,629

１． 5,410 7,787 9,836 5,335 5,765 4,070 3,914 3,183 3,093 5,788 8,036 4,397

２．

３．

４． 7 349 503 284 395 222 203 126 113 379 600 232

(F) 5,417 8,136 10,339 5,619 6,160 4,292 4,117 3,309 3,206 6,167 8,636 4,629

(G)

(H) 65,767 58,911 51,819 48,256 44,622 40,916 37,136 33,281 29,350 25,341 21,252 17,082

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

854 724 606 925 1,079 2,635 3,398 3,361 3,322 3,283 3,243 3,203

854 724 606 925 1,079 435 398 361 322 283 243 203

2,200 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

5,322 3,428 3,546 1,781 1,817 1,853 1,890 1,928 1,966 2,005 2,045 2,085

5,322 3,428 3,546 1,781 1,817 1,853 1,890 1,928 1,966 2,005 2,045 2,085

6,176 4,152 4,152 2,706 2,896 4,488 5,288 5,289 5,288 5,288 5,288 5,288

R9年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R8年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

R6年度 R7年度 R8年度

他 会 計 負 担 金

R9年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 R4年度 R5年度
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